
（平成２２年９月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 1232 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 51 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月 16日から同年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た。退職証明書があり、昭和 51 年２月末まで勤務していたのは間違いない

ため、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した昭和 51 年３月１日付けの退職証明書及び複数の同僚の証

言から、申立人が申立期間においてＡ事業所に継続して勤務していたことが認

められる。 

また、Ａ事業所の元取締役は、「会社にアルバイトはおらず、申立人も退職

するまで正社員だったので、保険料を給与から天引きされていたと思う。」と

証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

50 年 12 月の社会保険事務所の記録から、７万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ事

業所は既に解散し、当時の事業主も死亡しており、これを確認できる関連資料、



  

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1233 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 55 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月 31日から同年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た。 

当時は、同一企業内のＡ事業所からＢ事業所に転勤した時期であり、継続

して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ事業所（Ｄグループ各社の経理業務及び人事業務を担当）が提出した在籍

証明書及び回答から、申立人はＤグループに継続して勤務し（昭和 55 年６月

１日にＡ事業所からＢ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

55 年４月の社会保険事務所の記録から、11 万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は厚生年金保険被保険者資格喪失届の資格喪失日の記載を昭和

55 年６月１日とすべきところ、同年５月 31 日として誤った届出を行ったこと

を認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料



  

の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所に係る被保険者記録は、資格取得日が平成７年４月１日、

資格喪失日が９年４月１日とされ、当該期間のうち、９年３月 30 日から同年

４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同事業所における資格喪失

日を同年４月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 19 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 30日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、資格喪失日を訂正する届出が２年以上経過後にＡ事業所から提出された

が、時効により保険料を徴収できないことから、当該記録訂正は行われたも

のの、年金額の計算となる被保険者期間とならない旨の回答を得た。 

申立期間を、年金額の計算の基礎となる被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ事業所に係る被保険者記録は、資格取得日が平成７年４月１日、

資格喪失日が９年４月１日とされ、当該期間のうち、９年３月 30 日から同年

４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間とされている。 

しかし、Ａ事業所の回答及び添付された出勤簿により、申立人は、平成９年

３月 31 日まで、当該事業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主より控除されていたことが認められる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所における

平成９年２月のオンライン記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について、

事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所に対して誤って提出

し、申立期間に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1235 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①のうち、申立人のＡ事業所における資格喪失日は、昭和 20 年８

月 28 日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、50 円とすることが妥当である。 

申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ事業所におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 21 年１月１日、資格喪失日に係る記録を同年

11 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を同年１月から同年３月までは

100円、同年４月から同年 10月までは 150円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年７月１日から 21年１月１日まで 

                           （Ａ事業所） 

             ② 昭和 21年１月１日から同年 11月１日まで 

                           （Ｂ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

たが、Ａ事業所及びＢ事業所に勤務していたことは確かであるので、それぞ

れの申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、昭和 20 年７月１日から同年８月 28 日までの期間につい

ては、申立人に係るＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者台帳の当該事業所における資格喪失日が同年８月 28 日と記録

されていること、元同僚の証言及び申立人の当時の記憶から、申立人が、当該

事業所に継続して勤務していたことが認められる。 



  

また、オンライン記録では、申立人のＡ事業所における被保険者資格の喪失

日は、昭和 20 年７月１日となっており、当該事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の申立人に係る備考欄には、「20.７.１ 甲●（１字判読不明）

変更」との記載があるが、当該被保険者名簿を管理している年金事務所の担当

者は、「備考欄の記載は単なる甲、乙の変更だと考えられ、資格喪失日を訂正

したものでは無いと考える。また、厚生年金保険被保険者台帳の資格喪失日が

昭和 20 年８月 28 日のままであれば、当該台帳の記録が正しいと考える。」と

回答している。 

これらを総合的に判断すると、Ａ事業所の事業主は、申立人が昭和 20 年８

月 28 日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

20年６月の社会保険事務所の記録から、50 円とすることが妥当である。 

申立期間②について、申立人が提出した辞令書及び当該期間に厚生年金保険

の加入記録が確認できる複数の元同僚の証言から、申立人は、当該期間にＢ事

業所に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人が、Ｂ事業所の前身のＡ事業所のときからの同僚で、Ｂ事業所

では同じ部で働いていたとする元同僚のＢ事業所における被保険者資格の取得

日は、社会保険事務所の記録から、当該事業所の厚生年金保険の新規適用年月

日と同じ昭和 21年１月１日であることが確認できる。 

さらに、申立人は、昭和 21 年 10 月末までＢ事業所に勤務していたと述べて

おり、前述の元同僚は、｢申立人は、Ｂ事業所が本社を移転した昭和 21 年 11

月か同年 12 月ごろの少し前に退職した。」と述べていること、及び前述の別

の元同僚は、「Ｂ事業所の本社機能は、昭和 22 年初めごろに移転したと記憶

している。申立人はその前に退職していたが、１年近くは働いていたと思

う。」と述べていることから、申立人の退職日に関する主張内容には信 憑
ぴょう

性

があり、申立人は同年 10 月末まで当該事業所に勤務していたことが推認でき

る。 

加えて、前述の複数の元同僚は、「自分は入社したときから厚生年金保険の

加入記録があるので、Ｂ事業所では、入社時に厚生年金保険に加入させていた

と思う。希望者のみ加入させるといった取扱いは聞いたことが無い。」と述べ

ている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 21 年１月から同年３月

までは、申立人が提出した辞令書の報酬額から、100 円、同年４月から同年 10

月までは、申立人がＢ事業所で同様の業務に従事し、同時期に勤務していたと

する元同僚の社会保険事務所の記録から、150円とすることが妥当である。 



  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ事

業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、また、当該事業所

は清算され、清算人も亡くなっていることから不明であるが、仮に、事業主か

ら申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれ

の機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していない。これは通常の

事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪

に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立期間②に係

る保険料についての納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 20 年８月 28 日から 21 年１月１日までの期

間については、申立人の記憶から、申立人が当該期間にＡ事業所で勤務してい

たことはうかがえる。 

しかし、申立人が終戦後も一緒にＡ事業所の経理関係の残務整理をしていた

とする元上司及び申立人が記憶する当該事業所の元事業主の被保険者資格の喪

失日は、社会保険事務所の記録から、昭和 20 年８月 28 日となっていることが

確認でき、当該期間は、厚生年金保険の被保険者とはなっていないことが確認

できる。 

また、申立人が記憶している前述の元上司及び元事業主は既に死亡している

ことから、当該期間における厚生年金保険料の控除について証言を得ることは

できなかった。 

さらに、Ａ事業所の後継事業所であるＢ事業所は既に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、当該事業所は清算され、清算人も死亡していること

から、Ａ事業所における厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除について

関連資料及び証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1236 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得

日の記録を昭和 40 年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては明らかでないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ支社における資

格喪失日の記録を昭和 42 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年９月１日から 41年１月１日まで 

（Ａ事業所） 

             ② 昭和 42年３月 31日から同年４月１日まで 

（Ａ事業所Ｂ支社） 

社会保険事務所（当時）に年金記録の照会をしたところ、申立期間①及び

②について年金記録の確認ができなかった。 

申立期間①及び②については、グループ企業内の転勤であり、継続して勤

務していることから、申立期間①及び②について厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出した辞令、雇用保険の記録及びＡ事業所

の回答から判断すると、申立人はＣ事業所グループ企業に継続して勤務し（Ｃ

事業所からＡ事業所に出向）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により



  

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人の所持する辞令によると、昭和 40 年４月

１日にＣ事業所からＡ事業所に出向したこととなっているが、オンライン記録

において、申立人に係るＣ事業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日は同年９

月１日となっていることから、同日をＡ事業所の資格取得日とすることが妥当

である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 41 年１月の社会保険事

務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

申立期間②について、人事記録、雇用保険の記録及びＡ事業所の回答から判

断すると、申立人はＣ事業所グループ企業に継続して勤務し（昭和 42 年４月

１日にＡ事業所Ｂ支社からＣ事業所Ｄ工場に復職）、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 42 年２月の社会保険事

務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間②に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明と回答しているが、事業主が資格喪失日を昭和 42 年４月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記

載することは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事

業主から行われ、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 
 



  

静岡厚生年金 事案 1237 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 33 年 11 月 18 日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、34 年９月５日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）

に行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者の資格の

取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 33 年 11 月から 34 年５月

までは 7,000 円、同年６月から同年８月までは 9,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月 18日から 34 年９月５日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険に加入していた事実は無いとの回答を得た。Ａ事業所の

子会社であるＢ事業所に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と生年月日

が相違しているものの、申立人と同姓同名で基礎年金番号に未統合の厚生年金

保険被保険者記録が確認でき、当該記録では、昭和 33 年 11 月 18 日に被保険

者資格を取得し、34年９月５日に資格を喪失していることが確認できる。 

また、Ａ事業所（Ｂ事業所の親会社）から提出された健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得確認通知書及び同資格喪失確認通知書によると、上述の被保

険者名簿と同様に申立人と生年月日が相違しているものの、申立人と同姓同名

の者が昭和 33 年 11 月 18 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、34 年９

月５日に資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、申立人は、「仕事内容は、Ｃ装置の作製である。」と述べており、

この申立人の主張は、Ｂ事業所の事業内容と一致していることから、申立人は

当該事業所に勤務していたことが認められる。 



  

これらを総合的に判断すると、当該記録は申立人に係るものであると認めら

れ、Ｂ事業所の事業主は、申立人が昭和 33 年 11 月 18 日に厚生年金保険被保

険者の資格を取得し、34 年９月５日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿の記録から、昭和 33 年 11 月から 34 年５月までは 7,000 円、

同年６月から同年８月までは 9,000円とすることが妥当である。 

 



  

静岡国民年金 事案 1206（事案 668の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年１月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月から同年 10月まで 

私は、退職後、独立開業準備中の昭和 60 年３月ごろ市役所で国民年金

と国民健康保険に加入し、保険料を納めた記憶がある。国民健康保険は、

保険料を納付していると回答を得たが、国民年金だけ保険料が未納となっ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の所持する年金手帳に申立

期間当時、国民年金に加入していたことを示す記載が無いこと、ⅱ）申立人

が申立期間当時居住していた市において、申立人に係る国民年金被保険者名

簿が作成された形跡が無いこと、ⅲ）申立人に対して国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡がうかがえないことなどから、既に当委員会の決定に基

づく平成 21 年１月９日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

申立人は今回の再申立に当たって、国民年金保険料の領収書を失くしたは

ずは無いので、領収書が出てくるまで申立書を第三者委員会に置いてほしい

と主張し、申立てをしているが、これは委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情とは認められず、その他、再度、申立内容に係る確認も行ったが、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立

人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできな

い。 



  

静岡国民年金 事案 1207                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年３月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 44年３月まで 

私は、申立期間当時、父親が経営する食品製造会社に勤務していたが、

母親から国民年金の保険料を納めなくてはいけない旨を知らされ、自分で

役所に行き加入手続をした記憶があり、加入以降、保険料を納付してきた

はずであるので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の同記号番号の国民年金

被保険者の状況からみて、昭和 44 年ごろ払い出されたものと推測され、申

立人に対して、別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないこと、及

び申立人が所持する国民年金手帳の交付日は同年７月であることから、この

ころ初めて申立人は国民年金加入手続を行い、20 歳到達時にさかのぼって国

民年金被保険者資格を取得したものとみられ、申立期間当時は国民年金には

未加入であったことになることから、国民年金保険料を納付することはでき

なかったと考えられる。 

また、上記加入手続が行われたとみられる昭和 44 年７月ごろの時点で申

立期間は時効到達前であったことから、保険料を過年度納付することは可能

であったが、申立人は、さかのぼって保険料を納付したような記憶は無いと

している上、ほかに申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる

までの事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金加入手続を行った時期、申立期間の保険料の

納付額等を明確に覚えていないほか、誰が保険料を納付したかについても、

自分で納付したようにも思うが、母親が納付したかも知れないとするなど、

加入手続及び保険料の納付の記憶があいまいである上、申立人の申立期間の

保険料の納付に関与した可能性のある申立人の母親も既に他界しており、当

時の状況は不明である。 



  

加えて、申立人の居住する町の国民年金被保険者名簿でも、申立期間は未

納とされており、オンライン記録との齟齬
そ ご

は無い上、申立期間に係る保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1208                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 45 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 45年４月まで 

母親は、申立期間の保険料を納付しているはずなので、私も母親と一緒

に国民年金に加入し、母親が私の分を納付してくれたと思う。申立期間が

未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が申立期間当時、国民年金に加入し、国民年金保

険料を納付していたであろうとの推測から、自身についても母親が加入手続

を行い、保険料を納付してくれていたはずであると述べているが、申立人の

申立期間に係る加入手続及び保険料納付をしたとする母親は既に他界してい

る上、申立人は、母親がどのように申立人に係る加入手続及び保険料納付を

行ったのか分からないと述べていることから、申立期間当時の状況は不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は申立人が昭和 45 年５月に国民年

金に任意加入したことに伴い払い出されており、申立人に対して別の同記号

番号が払い出されたこともうかがえないことから、申立人は、このころ初め

て加入手続を行ったものとみられる。このため、申立人は、オンライン記録

どおり、申立期間当時、国民年金には未加入であったことになり、保険料を

納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の居住する市の被保険者名簿及び特殊台帳（マイクロフィ

ルム）においても申立期間に申立人が国民年金被保険者であったことを示す

記載は無く、オンライン記録との齟齬
そ ご

も無い上、申立人の母親が申立期間の

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1209                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 50年３月まで              

結婚前に働いていた勤務先が厚生年金保険に加入していなかったため、

父が私の国民年金加入手続及び保険料納付を行っていてくれたはずなので、

申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が結婚前に働いていた勤務先が厚生年金保険適用事業所で

はなかったため、申立人の父が昭和 46 年ごろ、申立人の国民年金加入手続

を行い、国民年金保険料を納付してくれていたと述べているところ、申立人

の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の同記号番号の国民年金被保険者

の状況から 50 年 10 月ごろ払い出されたものとみられ、これ以外に申立人に

対して別の同記号番号が払い出されたこともうかがえない上、申立人は、現

在所持する年金手帳（昭和 49 年 11 月以降に使用された３制度共通の年金手

帳）以外に交付された手帳は無いともしていることから、このころ初めて、

国民年金への加入手続を行い、20 歳到達時点にさかのぼって国民年金被保険

者資格を取得したものと考えられる。このことから、50 年 10 月ごろに国民

年金加入手続が行われるまで、申立人は国民年金には未加入とされていたこ

とになり、申立人の父は申立人の保険料を納付することができなかったもの

と考えられる。 

また、申立人の国民年金加入手続が行われたとみられる昭和 50 年 10 月ご

ろは、第２回特例納付実施期間であり、申立期間の保険料をさかのぼって納

付することは可能であったが、申立人は加入手続及び保険料納付に関与して

おらず、これらを行ったとする申立人の父も既に他界している上、申立人の

母も、申立人の申立期間の保険料の納付について記憶は無いと述べているこ



  

とから、当時の状況は不明であり、申立期間の保険料をさかのぼって納付し

たことをうかがい知ることも困難である。 

さらに、申立人が婚姻後、平成 16 年 11 月まで居住した市の国民年金被保

険者名簿でも、昭和 50 年４月から保険料の納付を開始したことが明記され

ており、オンライン記録との齟齬
そ ご

も無い。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、日記

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1210                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年３月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年３月から 49年３月まで 

私は、25 歳から 27 歳ぐらいのころ、市役所の出張所を訪れた際に、窓

口職員から、国民年金を 20 歳からさかのぼって掛けておけば掛け金も安

く、将来のためになると勧められてその場で手続をし、その後、信用金庫

で振込みをしたことを覚えているので、申立期間が未加入及び未納となっ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職後、自身が 25 歳から 27 歳になるころに、市役所出

張所で窓口職員に勧められて国民年金に加入し、20 歳までさかのぼって国民

年金保険料を納付したと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 52 年１月 29 日（この時、申立人は 27 歳直前）に払い出されてい

ることから、このころ、加入手続を行ったとみられ、申立期間当時居住して

いた市の被保険者名簿からは、同年３月 28 日に、昭和 49 年度及び 50 年度

の２年度分の保険料を過年度納付するとともに、51 年度分も一括で現年度納

付したことが確認できるが、この時点で申立期間は既に時効であり、特例納

付実施期間でもなかったことから、申立期間の保険料は納付することはでき

なかったと考えられる。 

また、申立人が申立期間当時居住していた市の被保険者名簿及び現在居住

している市の電算記録共に申立期間は未加入及び未納期間とされており、記

録間の齟齬
そ ご

は無い。 

さらに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことも

うかがえない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ



  

とを示す周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1211（事案 542の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年５月から 50 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年５月から 50年６月まで 

私は、勤め先に訪れた市の職員から年金の大切さと保険料を 20 歳にさ

かのぼってまとめて払うことができるとの説明を受け、国民年金の加入を

勧められていたところ、義父が援助してくれたため、市役所で保険料をま

とめて支払いしている。しかし、申立期間の保険料が未納とされており、

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が当時勤めていた店の店主

夫婦と一緒に特例納付をしたと述べているところ、店主夫婦の特殊台帳（マ

イクロフィルム）やその後の納付状況から、店主夫婦が特例納付をしたこと

がうかがえないこと、ⅱ）申立人は特例納付実施期間である昭和 49 年に国

民年金に加入したと述べているところ、国民年金手帳記号番号の払出日は 52

年 10 月であり、このころ加入したものと考えられることなどから、既に当

委員会の決定に基づく平成 20 年 10 月 31 日付け年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

申立人は、今回の申立てにおいて、申立期間の保険料納付額を７万円ぐら

いだったと思うとしているが、これは申立人が主張するように昭和 49 年３

月に 20 歳到達時までさかのぼって申立期間の保険料を納付するのに必要と

なる金額とは相違するほか、申立人が 52 年 10 月に行ったとみられる国民年

金加入手続後に唯一利用することが可能であった第３回特例納付により、申

立期間について納付するのに必要となる金額からも大きく乖離
か い り

することから

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、また、今回、

申立内容について改めて確認を行ったが、その他に委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年３月から 60 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年３月から 60年８月まで 

昭和 48 年４月に転居した時に夫婦で国民年金に加入した。その後、夫

は会社に就職し、厚生年金保険に加入したが、私は、60 年９月に厚生年金

保険に加入するまでの期間、国民年金保険料を継続して納付したと記憶し

ている。納付を中止する理由も、資格喪失する理由も無いので、申立期間

に保険料を納付していなかったとされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年４月に国民年金に加入した後、60 年９月に厚生年金

保険に加入するまでの間、国民年金保険料を納付していたはずであり、途中

で脱退の手続をした覚えは無いと述べているが、申立人の所持する年金手帳

を見ると、57 年３月 25 日に国民年金被保険者資格を喪失したとする記載が

あり、申立期間は未加入期間とされている。 

また、申立人に係る特殊台帳（マイクロフィルム）には、前納された昭和

56 年度分の保険料のうち、昭和 57 年３月分の保険料の還付に係る事務処理

が行われたことがうかがわれる記載が認められるほか、申立人が申立期間に

在住していた市の記録でも、同年同月で資格を喪失し、同年同月分の保険料

が還付されたことを示す記録があり、これら還付に係る記録は、同年同月 25

日をもって任意加入の資格を喪失したとされるオンライン記録と符合してい

る。 

さらに、申立人は、申立期間に係る保険料の納付について明確な記憶は無

いとしている上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 



  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月及び同年５月 

平成３年４月から社会人になり事業所で年金手帳をもらった。厚生年金

保険を掛け続けたかったが、６年３月に仕事を辞めることなり、すぐ同年

４月に新しい職場が見つかり勤務した。 

しかし、そこは個人事業所であったため、国民年金の保険料を個人で納

付することになり、納付書に現金を添えて納付したはずである。申立期間

が未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成６年４月から働き始めた事業所が個人経営であり、当初は

厚生年金保険被保険者ではなかったが、同年６月に厚生年金保険被保険者と

された際、事業主から申立期間の国民年金保険料の納付について確認され、

納付書の半券のようなものを示したとの記憶から、同期間の保険料を納付し

たと述べているが、基礎年金番号制度導入（平成９年１月）前に申立人が国

民年金加入手続を行った場合、申立人に対して払い出されているべき国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。また、申立人自身も、

申立期間に係る国民年金加入手続を行った記憶は無く、事業主が同手続をし

てくれたのではないかとしており、制度上、国民年金への加入には本人(又

は世帯主)の手続が必要になることから、申立人が申立期間に国民年金に加

入していたことはうかがえない。 

さらに、申立人は、現在所持している年金手帳以外には手帳の交付を受け

たことは無いとしている上、同手帳でも、国民年金の最初の資格取得日とし

て平成 10年７月１日と記載されており、申立期間は未加入とされている。 

加えて、申立人は、申立期間の保険料の納付時期、納付額及び納付場所の



  

いずれも覚えていないとしており、申立期間の保険料が納付されたことをう

かがい知ることができない上、申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（確定申告書、家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 50年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

Ａ事業所における被保険者資格取得日は、昭和 50 年６月１日との回答を得た

が、49 年 10 月ころから、当該事業所に勤務したと記憶していることから、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の詳細な記憶から、勤務期間については特定できないものの、申立期間

当時、申立人がＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人に対して、

昭和 50 年６月１日に、Ａ事業所の厚生年金保険の被保険者として被保険者記号

番号が払い出されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人は、昭

和 50 年６月１日に、厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

き、Ｂ会がＣ厚生年金基金から引き継いだとする加入員台帳の記録は、上述の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致している。 

さらに、上述の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる複数の者は、「被保険

者記録が確認できる期間より長く、Ａ事業所に勤務していた。」と述べているこ

とから、当該事業所では、必ずしも勤務していた全ての期間について厚生年金保

険の被保険者としていなかったことがうかがえる。 

加えて、Ａ事業所は、「厚生年金保険と雇用保険の加入手続は同時にしていた。

被保険者になっていない期間については、社会保険料を控除していない。」と回

答している。なお、申立人のＡ事業所における雇用保険の被保険者記録は、厚生



  

年金保険の被保険者記録と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月１日から 31年２月１日まで 

             ② 昭和 33年６月１日から 35年７月 20日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間①及び②について厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答を得た。申

立期間①は、定時制高校に通いながら勤務した期間であり、申立期間②は、公

共職業安定所の紹介で勤務したことは間違いないので、申立期間①及び②を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の元事業主の妻及び元同僚の証言から、申立人

が、申立期間①についてＡ事業所に勤務していたことはうかがわれる。 

しかし、Ａ事業所の元事業主の妻は、「申立期間当時、健康保険及び厚生年金

保険の加入を希望しない者がいた。厚生年金保険の加入を希望しない者から厚生

年金保険料を控除することはないと思う。」と回答している。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 26 年 11

月 30 日から 31 年６月 18 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認した

が、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ事業所に勤務していたと主張しているが、

オンライン記録では、申立人が勤務したとするＢ事業所という名称の厚生年金保

険の適用事業所は確認できず、当該事業所があったとされる所在地を管轄する法

務局でも、同事業所の商業登記の記録は確認できない。 

また、申立人が、Ｂ事業所の所在地と記憶するＣ市Ｄの近隣に類似の名称の事

業所が確認できたため、当該事業所の申立期間当時の役員に照会したが、「申立

期間当時、当社は厚生年金保険に加入していない。」との回答しか得ることはで



  

きなかった。 

さらに、申立人は、Ｂ事業所の事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、申立

期間当時の状況及び厚生年金保険の加入、保険料控除について確認できる関連資

料及び証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年４月１日から 29年４月１日まで  

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

申立期間についてＡ事業所に勤務したことは事実であるので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提供した在籍記録によれば、申立人は昭和 29 年１月 21 日から当該

事業所に勤務していたことが確認できるが、当該事業所の入社前歴として、28 年

４月１日からＢ事業所で勤務をしていたことが確認できる。 

また、Ａ事業所に照会したところ、「申立人の厚生年金保険の加入手続につい

て、入社後３か月程度は試用期間のため、厚生年金保険には加入させず、３か月

に相当する試用期間が経過した昭和 29 年４月１日から被保険者の資格を取得さ

せている。」との証言を得た。   

さらに、申立人を憶えていた申立人と同月にＡ事業所の同じ場所で勤務を開始

した複数の者もＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人

と同じく入社後３か月程度経過した時期から厚生年金保険に加入していることが

確認できる。 

加えて、Ａ事業所では、「Ｂ事業所は、昭和 56 年４月１日以前は当事業所の

関連会社であるＣ事業所で所有し、経営していた。」としているところ、オンラ

イン記録によれば、Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期

間後の昭和 38 年７月１日であることが確認できるほか、Ｃ事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、28 年４月１日から 29 年４月１日までに

資格を取得した者の氏名を調べたところ、申立人及び申立人が記憶していた同僚



  

等の被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年４月１日から 39年 11月１日まで 

② 昭和 39年 11月１日から同年 12月 30日まで 

③ 昭和 40年２月１日から 41年４月２日まで 

④ 昭和 41年５月 12日から 42年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間③に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されており、申立期間④に係る事

業所の同被保険者名簿にも「脱」の印が押されているとともに、申立期間④に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 42 年５月 26 日に支給

決定されている上、厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金の算定のために必

要となる標準報酬月額等を、社会保険庁（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ

回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間④に係る事業所を退職後、国民年金の強制加入期間

があるにもかかわらず昭和 61 年４月まで国民年金に加入しておらず、年金に対

する意識が高かったとは考え難い上、申立人から聴取しても受給した記憶が無い

というほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年２月６日から 37年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の印が押されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給

額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から

約３か月後の昭和 37 年７月 11 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間と

申立期間後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したため

に番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受

給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間であると認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年４月１日から 20年８月 21日まで 

社会保険事務所（当時）で年金記録の確認を行ったところ、初めて勤務した

Ａ事業所での厚生年金保険の被保険者期間が無かった。 

勤務をしていたのは事実なので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が同時期に入社したと記憶する同僚の証言から、申立人が申立期間当時、

Ａ事業所Ｂ工場に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立期間のうち、昭和 18 年４月１日から同年６月１日までの期間に

ついて、オンライン記録から、Ａ事業所Ｂ工場が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは 18年６月１日であることが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 18 年６月１日から 19 年４月７日までの期間につ

いて、Ａ事業所は、「当事業所が管理する健康保険労働者年金保険被保険者名簿

から、申立人の生年月日と一部相違しているが申立人と同姓同名の従業員の記録

は確認できた。当該従業員の厚生年金保険の被保険者期間は、昭和 19 年４月７

日から 20 年８月 21 日までとなっている。そのほかに申立人に係る資料は無

い。」と回答している。 

さらに、申立期間のうち、昭和 19 年４月７日から 20 年８月 21 日までの期間

について、Ａ事業所Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と生年月日が一部相違しているものの、同姓同名の、基礎年金番号に統合

されていない厚生年金保険被保険者記録が確認でき、当該被保険者記録における

生年月日については、Ａ事業所の管理する健康保険労働者年金保険被保険者名簿

の記載と一致しており、申立人に生年月日について確認したところ、「申立期間



  

当時は、戸籍とは別の日付を生年月日として使用しており、後年に戸籍を確認し

た際に気がついて、現在の生年月日を使用している。」と証言している。 

加えて、Ａ事業所Ｂ工場における当該被保険者記録は、昭和 19 年４月７日に

被保険者資格を取得し、資格喪失日が記載されていないことが確認でき、当該被

保険者記録をオンライン記録で確認したところ、19 年４月７日に被保険者資格を

取得し、20 年８月 21 日に被保険者資格を喪失している一方で、当該被保険者期

間に係る脱退手当金が申立期間後の 21 年７月 10 日に支給されていることが確認

できる。 

これらを総合的に判断すると、Ａ事業所Ｂ工場の事業主は、申立人が同事業所

において昭和 19 年４月７日に被保険者資格を取得し、20 年８月 21 日に被保険者

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められるものの、当

該期間に係る脱退手当金が支給されていることが認められる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 18 年４月１日から 19

年４月７日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 19 年４月７日から 20 年８月 21 日までの期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者であると認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年２月１日から 27年１月 31日まで 

             ② 昭和 27年 10月 22日から 28 年 11月１日まで 

社会保険事務所（当時）に、厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ事業所に勤務していた申立期間について厚生年金保険に加入していた事

実は無い旨の回答を得た。申立期間①については、昭和 26 年１月から 27 年１

月まで勤務しており、申立期間②については、27 年 10 月に再入社して 62 年１

月に退職するまで勤務していたので、申立期間①及び②について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ事業所（Ａ事業所から名称変更）から提出された在籍

証明書から、申立人が昭和 26 年９月 25 日まで当該事業所に勤務していたことは

確認できる。 

しかし、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同じく

昭和 26 年１月４日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した者の全員が、同年

２月１日に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得、及び喪失している

複数の元従業員は、「Ａ事業所における実際の勤務期間は、厚生年金保険の被保

険者期間より長かった。」と証言している。 

さらに、Ｂ事業所は、「過去には経営上の理由から、一部在職者の厚生年金保

険の被保険者資格を喪失させたことがあった。」と回答していることから、Ａ事

業所においては勤務したすべての期間について、必ずしも厚生年金保険に加入さ

せる取扱いをしていたわけではなかったことがうかがわれる。 

加えて、Ｂ事業所に照会したところ、申立期間①当時の資料は保管されていな



  

いと回答しており、申立人に係る厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況につ

いて確認できる関連資料を得ることはできなかった。 

なお、Ｂ事業所が加入しているＣ健康保険組合に照会したところ、「申立期間

当時の健康保険の加入記録は保存しておらず、確認できない。」と回答している。 

申立期間②について、Ｂ事業所から提出された在籍証明書及び雇用保険の加入

記録から、申立人が申立期間②当時、Ａ事業所に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が同

時期に入社したと記憶する同僚も、申立人と同じ昭和 28 年 11 月１日に被保険者

資格を取得していることが確認できる。 

また、申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している複数の元従

業員は、「自分はＡ事業所において厚生年金保険に加入する前から当該事業所に

勤務している。」と証言している。 

さらに、Ｂ事業所は、「申立期間当時は試用期間があり、その間は厚生年金保

険には加入させていなかったと思われる。これは再入社した者でも同様の取扱い

であったと思われる。また、雇用保険についても必ずしも健康保険や厚生年金保

険と同時に加入させているものではない。」と回答していることから、Ａ事業所

では必ずしも入社後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではなかったこと

がうかがわれる。 

加えて、Ｂ事業所に照会したところ、申立期間②当時の資料は保管されていな

いと回答しており、申立人に係る厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況につ

いて確認できる関連資料を得ることはできなかった。 

なお、申立人のＣ健康保険組合における資格取得日は昭和 28 年 11 月１日とな

っており、オンライン記録から確認できる申立人の厚生年金保険の資格取得日と

一致している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月４日から 37年２月 28日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立

期間については脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退

手当金を受給した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 37 年９月 10 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間と

申立期間後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したため

に番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受

給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間であると認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年６月１日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、申立期間が空白となっているが、この

期間は、Ａ事業所に継続して勤務している。 

厚生年金保険料が控除されていることが確認できる給与明細書を所持してい

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した在籍証明書、雇用保険の被保険者記録及び健康保険組合が

提出した申立人に係る記録から、申立人は、申立期間当時、Ａ事業所に継続して

在籍し、Ａ事業所の命令でＢ国に派遣されていたことが認められ、申立人が所持

する給与明細書において、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控

除されていることが確認できる。 

しかし、平成＊年＊月＊日に発効した日本とＢ国との社会保障協定により、同

日時点でＢ国に派遣されている被保険者は、いずれか一方の国の年金制度の被保

険者となることとされ、Ａ事業所が管理する健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得届等において、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格の取得日は 19 年

10 月１日となっていることから、申立人は、申立期間当時、Ｂ国との社会保障協

定によりＢ国の年金制度に強制加入していることが推認できる。 

また、Ｃ省の回答では、社会保障協定は、日本と他国との二重加入の防止を主

な目的としており、申立人について二重加入は想定していないとしている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間において厚生年金保険の被保険者であると認めることはできない。 


